
 別紙２  

表彰対象事業の例 

経済分野、教育分野、文化・スポーツ分野など幅広い分野の取組を対象としています。 

次の（１）～（８）に該当するような交流のうち、先進的・継続的な取組（施策・事業

等）が行われ、成果を上げられている団体については、積極的に御応募、御推薦ください

ますようお願い申し上げます。 

また、都道府県および市区町村におかれましては、関連部署に広く御周知いただきます

とともに、特に、当協会の「国際交流支援事業」「海外販路開拓支援事業」「インバウンド

支援事業」「多文化共生のまちづくり促進事業」により助成金の交付を受けている又は受

ける予定の事業につきましては、積極的に御応募いただきますよう重ねてお願いいたしま

す。 

 

（１）経済交流 

物産展・見本市等の開催、専門家・研修生の派遣・受入、農林水産業・工業・商業・サ

ービス業関係団体の派遣・受入等を行うことによって、双方の団体の経済の活性化に

貢献しているもの 
 
（２）教育交流 

自治体活動内における小学生・中学生・高校生・大学生や教員の交流、市民イベント等

における作品等の相互交換・展示などを行うことによって、国際理解や国際的な人材

の育成に貢献しているもの 
 

（３）文化・スポーツ交流 

音楽・芸能・芸術家・文化団体等の派遣・受入、芸術作品の相互交換・展示、文化的施

設・物品等の寄贈・受入、文化関係イベント等の開催、スポーツ大会の開催、スポーツ

選手又はチームの派遣・受入等を行うことによって、文化の発展やスポーツの強化・

促進に貢献しているもの 
 

（４）国際協力 

人権尊重、平和構築、環境保全など地球規模の課題解決のために、海外の自治体や  

団体と連携して取り組んでいる活動 
 
（５）多文化共生交流 

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築き、地

域社会の構成員として共に生きていくための活動等を行うことによって、国際理解や

地域の国際化・活性化に貢献しているもの 
 
（６）東日本大震災復興に係る交流 

東日本大震災を契機に、海外自治体からの支援等を通じて、地域コミュニティ再生や

経済振興、教育活動に貢献するなど、海外自治体との交流が東日本大震災復興に寄与

しているもの 
 
 
 
 



（７）オンラインツールを利用した交流 

   新型コロナウィルス感染拡大の影響に伴い、海外への渡航や来日が困難になっている

状況において、オンラインツールを利用するなど方法を工夫して国際交流を行ってい

るもの 

（８）その他交流 

相互の連携によって成果が上がっているもの、他の地域では見られない特色ある交流

が展開され、地域の国際化・活性化に貢献しているもの等 


